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研究成果の概要（和文）：本研究では，Okishio (1961)，Roemer (1981) の研究に基づいて，費用を削減する技
術変化と投下労働量を削減する技術変化との関係について考察した。置塩とRoemerの先行研究では，単一の実質
賃金率に基づく一国モデルで構築され，輸入中間財を導入していない点に限界を持っていた。そこで，先行研究
の枠組みを拡張して，輸入中間財が存在し，かつ実質賃金率が各国間で異なるケースを取り上げた。分析の結
果，中間財受入国において搾取率がゼロになるか負となるとき，当該国の産業で費用を削減するが投下労働量を
より多く使用する技術変化が生じることを理論モデルとデータによる検証によって明らかにした。

研究成果の概要（英文）：In this plan, based on the research by Okishio (1961) and Roemer (1981), we 
examined the relationship between technological changes that reduce costs and technological changes 
that reduce labour value. Those studies had some limit in that they were built on a one-country 
model, had a single real wage rate, and did not assume imported intermediate goods. Therefore, the 
framework of the previous study was expanded and a multilateral model was introduced to deal with 
cases where imported intermediate goods exist and the real wage rate differs in each country. The 
results highlight the characteristics of technological differences between countries exporting 
intermediate goods and those importing intermediate goods to produce final goods. The results of the
 analysis show that in intermediate goods recipient countries, when the exploitation rate is 
negative, not only technological change occurs and costs are reduced, but also the direct and 
indirect labor increases.

研究分野： 経済統計学，経済理論

キーワード： 技術変化　中間財貿易　単位費用　投下労働量　置塩信雄　Roemer John　国際産業連関表　地域産業連
関表
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研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究は，1995年から2014年にかけて，実質賃金率が高い輸入中間財受入国で，輸入中間財を増大させ，直接労
働を減少させる技術変化が生じたことを明らかにした。先行研究では，この直接労働を分化し，日米等で，高技
能の労働の雇用増と低技能の労働の雇用減が生じていたという結果を得ていた（スキル偏向型技術進歩の進
展）。本研究の場合，先進国での雇用喪失の原因の検討のために，労働と輸入中間財との代替関係に着目した点
に独創性がある。要約すれば，先進国での雇用喪失の原因の一つは，中間財貿易の進展であるといえる。新型コ
ロナ問題以降，輸入中間財，技術変化と雇用の関係はどう変化するのか。今後の研究課題である。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属されます。



様 式 Ｃ－１９，Ｆ－１９－１，Ｚ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 

1990 年以降のグローバル化の特徴は，国境を越えた最終財の貿易や労働者の移動の増大とい
うより，むしろ輸出中間財に対して投入された労働の増大であるという指摘がなされていた
（IMF（2007））。ここで，中間財とは生産プロセスの中で生産のために消費されるものである。
しかし，この IMF の研究は，労働投入の対象を，最終財と中間財を合計した輸出財の流れによ
って計測していたため，輸入中間財の取引を識別できないという点で課題を残していた。IMF が
十分に捉えることができなかった中間財貿易の進展の精緻な把握が求められていたわけである。
加えてこの中間財貿易の進展は，中間財受入国の技術選択に影響を与えていたはずである。 

 

２．研究の目的 
 以上の背景を踏まえた本研究の目的は以下のようであった。第一に，輸入中間財の増大が輸入
中間財の受入国での技術変化に対してもたらす影響の把握である。ただし，海外から当該国へ輸
入される中間財を輸入中間財と定義している。第二に，輸入中間財の増大が，促進される要因の
把握である。これら 2 点について，理論的な側面と実証的な側面の二つから検証を行った。 
 
３．研究の方法 
 本研究で用いた技術変化を把握するための指標は，1 貨幣単位の労働価値と 1 貨幣単位の直
接・間接の賃金コストである。ここで，1 貨幣単位の労働価値とは，ある産業の 1 貨幣単位の産
出物に直接・間接に投入される労働量である（Okishio (1961)，中谷（1994））。1 貨幣単位の直接・
間接の賃金コストとは，ある産業の 1 貨幣単位の産出物に直接・間接に投入される賃金コストで
ある（Shaikh(1984)）。これら指標の時系列の変化を計測するために，世界産業連関データベース
（World Input Output Database）2016 を用いた。この WIOD2016 は，44 ヵ国（内生国 43 ヵ国+Rest 
of World）の 56 産業を対象にしており，カバーされている期間は 2000 年から 2014 年の 15 カ年
である。加えて，付帯表として，労働量等の産業別のデータが作成されている。すべてのデータ
は，Web 上で公開されている。 
 
４．研究成果 
 WIOD2016 を使用し計測した産業別の労働価値（1 貨幣単位）と直接・間接の賃金コストをそ
れぞれ表 1 と表 2 に掲げた。前半は実証結果を示し，後半はモデルによる吟味の結果を示す。 
 
(1)まず，実証結果の評価である。表 1 と表 2 の計測結果であるが，以下のように読み取ること
ができる。表の第 1 行には産業コードと産業名を掲げている。表の第 1 列から第 3 列には対象
となった国名，対象年次（暦年），計測対象の国内と海外の区分を掲げている。例えば，C27 電
気機械産業の 2000 年の国内の 57％の指標の意味は次のようである。1 貨幣単位の生産物（電気
機械）を生産するための労働価値の内で，国内の投入分が 57％であったというものである。 
 我々が得た研究結果は，いずれも海外の投入の増大を示すものであった。第一に，表 1 からわ
かるように，日本と米国については，国内の投入分が減少し，海外分の投入が増大していた点で
ある。労働価値に占める海外分の投入は，日本のケースにおいて約 40％（2000 年），米国のケー
スにおいて 40％から 50％（2000 年）であった。この割合は 2014 年には，約 10％ポイントほど
増加している。対照的に，中国では，労働価値に占める海外投入部分は，対象の産業において 5%
未満であり，低位な水準に留まっていた。第二に，表 2 からもわかるように，日本と米国につい
ては，直接・間接の賃金コストに占める海外分の投入の割合は増加していた。これは，日米の単
位価値に占める海外投入分の割合が増大していたことと対応している。他方で，中国の直接・間
接の賃金コストに占める海外投入分の割合はわずかに減少していた。 
 以上から，輸入中間財の受入国である日米と，中国では大きな特徴の相違を持つことが明らか
になった。日本と米国では，直接・間接の賃金コストの減少が観察できるのだが（未掲載），同
時に，海外からの投入分は大幅に増大していた点である。労働価値でみた技術変化の内容は，労
働価値のうちの国内労働を減少させると同時に，海外労働を増大させるものであった。他方で，
中国では，労働価値に占める国内労働の割合が大部分を占めていた。むしろ，輸入中間財を日米
と比して，受け入れていない国であると評価できる。以上の結果と同内容のものを，橋本（2017），
橋本・松尾（2017）及び橋本（2018）にて公表している。 
 
(2)次に，理論モデルから明らかになった上述の中間財受入国において，労働価値でみた輸入中
間財が増大していた要因を理論モデルにて検討した。2 財 2 国モデルで検証したところ以下のよ
うな結果を得た。このモデルでは，消費財を実質賃金率の高い国で生産し，生産財を実質賃金率
の低い国で生産している。 
まず，上述の輸入中間財の増大の要因として，輸入中間財の受入国の実質賃金率が，消費財の

労働価値よりも高いことが必要であることを論証した。同時に，輸入中間財の受入国での増大に
よって，すべての直接・間接の賃金コストが減少したとしても，中間財受入国の一部の産業で労
働価値が増大することも明らかにした。通説では，輸入中間財の受入国の実質賃金率が，中間財
を輸出している国と同一であることを前提としていたため，このような結果を得ることができ
なかった（Okishio (1961), Roemer (1981))。このように，直接・間接の賃金コストが減少したにも



かかわらず，労働価値が増大する技術変化のケースが存在することを明らかにした点が大きな
成果である。以上の内容は，橋本（2019）及び 2018 年 3 月の International Conference of Economic 
Structure 等の国際学会にて予稿集にて公表しており，さらに改善した草稿を国際ジャーナルに投
稿する予定である。 

 
表 1  労働価値の構成要素 

C27 C28 C29

電気機械 一般機械 自動車

日本 2000 国内 57% 62% 59%
海外 43% 38% 41%

2014 国内 46% 54% 47%
海外 54% 46% 53%

米国 2000 国内 60% 61% 51%
海外 40% 39% 49%

2014 国内 51% 50% 40%
海外 49% 50% 60%

中国 2000 国内 98% 98% 98%
海外 2% 2% 2%

2014 国内 95% 96% 96%
海外 5% 4% 4%  

注：WIOD2016 を用いて試算。他の表も同様。  
 

表 2 単位費用の構成要素  

C27 C28 C29

電気機械 一般機械 自動車

日本 2000 国内 92% 93% 93%
海外 8% 7% 7%

2014 国内 82% 86% 84%
海外 18% 14% 16%

米国 2000 国内 91% 91% 87%
海外 9% 9% 13%

2014 国内 87% 86% 79%
海外 13% 14% 21%

中国 2000 国内 80% 84% 83%
海外 20% 16% 17%

2014 国内 84% 86% 87%
海外 16% 14% 13%  
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